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1.	 はじめに

2015年の国連サミットで，2030年までの国際目標として
17のゴール・169のターゲットからなる “持続可能な開発
目標（SDGs）”が掲げられた。17のゴールのうちには環境
に関連するものが多く，持続可能な（サステナブルな）社
会の実現に向け，低炭素社会（省エネルギー），循環型社
会（廃棄物削減，省資源，リサイクル），自然共生社会（生
物多様性保全）を目指していくことが求められている。
また，国連が 2006年に “責任投資原則（PRI）”を提唱し，
環境（Environment），社会（Social），ガバナンス（Governance）
に対して積極的な取組みをする企業に投資する ESG投資
が重視されるようになった。日本においても，最大の機関
投資家である年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が
2015年にこの PRIに署名したことにより ESG投資が急速
に進み，機関投資家が企業を選別する時代となった。環境
への取組みは，単なる “ CSR（企業の社会的責任）”から，
“ビジネスの競争力を左右するもの ”へと転換したと言え
る。企業としても，企業価値を高め長期的に成長していく
ために，環境分野において様々な取組みを推進していくこ
とが求められている。

2.	 日本製鉄の環境経営

日本製鉄は，“信用・信頼を大切にするグループであり
続ける ”との経営理念をもとに，“環境経営 ”を基軸とし，

環境負荷の少ない環境保全型社会の構築に貢献していくこ
とを “環境基本方針 ”に掲げている（図1）。これを実践す
るために，良好な地域生活環境の維持向上，廃棄物削減・
リサイクルの促進，地球温暖化問題への対応，更には生物
多様性の維持・改善など，地域から地球規模に至る様々な
環境課題に積極的に取り組んでいる。
また，5つの重点分野，すなわち①環境マネジメントシ
ステムの推進，②気候変動対策の推進，③循環型社会構築
への貢献，④環境リスクマネジメントの推進，⑤環境リレー
ション活動の推進を中心として課題に取り組み，SDGsの
目標達成に貢献している（図2）。以下，①を除く重点分野
に関する主な取組みと活動状況を述べる。
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図2　5つの重点分野

図1　環境基本方針
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3.	 気候変動対策の推進

1992年，大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させる
ことを究極の目標とする “国連気候変動枠組条約 ”が採択
され，世界は地球温暖化対策に世界全体で取り組んでいく
ことに合意した。同条約に基づき，国連気候変動枠組条約
締約国会議（COP）が 1995年から毎年開催されている。中
でも，2015年に合意されたパリ協定では “産業革命期から
の平均気温上昇幅を 2℃未満とし，1.5℃に抑えるよう努力
する ”との目標が国際的に広く共有され，更に，2018年に
公表された IPCC（国連の気候変動に関する政府間パネル）
の特別報告書では，気温上昇を 2℃より低い 1.5℃に抑える
ためには，2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにす
る必要があることが示されている。各国の野心的な気候変
動目標が次々と示される中，日本も 2020年 10月に 2050年
カーボンニュートラルを宣言した。
鉄鋼業界について言えば，一般社団法人日本鉄鋼連盟は

2018年 11月に “ゼロカーボン・スチールへの挑戦 ”を公表
した。更に 2021年 2月に“我が国の 2050年カーボンニュー
トラルに関する日本鉄鋼業の基本方針 ”を公表し，日本鉄
鋼業としてもゼロカーボン・スチールの実現に向けて，果
敢に挑戦していくことを掲げた。ゼロカーボン・スチール
の実現は，一直線で実用化に至ることが見通せない極めて
ハードルの高い挑戦であることから，COURSE50や水素還
元製鉄，CCUSなど，あらゆる手段を組み合わせ，複線的
に推進することとしている。
人類の存続に影響を与える重要な課題として捉えられて

いる気候変動問題については，パリ協定採択以降，国内外
の動向は急速に変化しており，各企業はその対応を求めら
れるようになった。日本製鉄も日本で有数の CO2多排出企
業として注目されており，脱炭素に向けた取組みを加速し
ていく必要がある。これまでも，3つのエコと革新的技術
開発で気候変動対策に取り組んできたが，個社としての新

たな中長期目標として “日本製鉄カーボンニュートラルビ
ジョン 2050～ゼロカーボン・スチールへの挑戦 ”を 2021
年 3月に公表した。また，“脱炭素社会 ”の実現のために
取り組んでいる技術を紹介した一般社団法人日本経済団体
連合会（経団連）の “チャレンジ・ゼロ ”活動に日本製鉄も
参画しており，その取組み内容についても合わせて紹介す
る。

3.1	 日本製鉄カーボンニュートラルビジョン 2050 〜
ゼロカーボン・スチールへの挑戦

我が国が掲げた “2050年カーボンニュートラル ”の方針
を踏まえると，鉄鋼業の脱炭素化に向けたイノベーション
は不可欠である。日本製鉄は，脱炭素社会に向けた取組み
において，引き続き世界の鉄鋼業をリードするべく，ゼロ
カーボン・スチールを目指した超革新的技術開発に積極的
にチャレンジし，独自の新たな気候変動対策である “日本
製鉄カーボンニュートラルビジョン 2050～ゼロカーボン・
スチールへの挑戦 ”を掲げ，経営の最重要課題として諸対
策を検討・実行していく（図3，図4）。
このように，日本製鉄はゼロカーボン・スチールの実現
に向け，大型電炉での高級鋼製造，水素還元製鉄（Super-
COURSE50による高炉水素還元，100％水素直接還元）な
どの超革新的技術にチャレンジし，CCUS等によるカーボ
ンオフセット対策なども含めた複線的なアプローチでカー
ボンニュートラルを目指すこととしている。特に水素還元
製鉄は，現在，地球上に存在しない前人未到の技術であり，
極めてハードルの高いイノベーションが不可欠で，その実
現に向け長期かつ大規模な研究開発資源の投入が必要とな
る。また，こうした鉄鋼業のイノベーションと並行して，
大量のカーボンフリー水素やカーボンフリー電力の安価・
安定供給，経済合理的な CCUSの実装等，社会インフラ側
の整備も欠かせない。様々な困難・課題が想定されるが，
積極果敢にチャレンジしていくことが重要である。

図3　ゼロカーボン・スチール〜日本製鉄のCO2排出削減シナリオ
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3.2	 “ チャレンジ・ゼロ ”活動
日本製鉄は，脱炭素社会の実現に向け，積極果敢にチャ
レンジする必要があること，そのためのイノベーションの
主たる担い手として果たすべき役割が重要であることをか
ねてより強く認識し，広範な研究開発活動を推進してきた。
2020年 6月に経団連が発表した “チャレンジ・ゼロ ”宣言
に賛同し，この活動を通じて 10件の具体的な取組みを公
表している（図5）。
それぞれのイノベーション事例では，“チャレンジにお

ける到達目標 ”，“チャレンジ実現に向けて克服すべき課
題 ”，“日本製鉄の強みと具体的なアクション ”，“チャレン
ジが実現した場合の定量的な効果 ”等について記載してい
る。詳しくは，経団連のホームページをご参照いただきた
い（https://www.challenge-zero.jp/jp/member/92）。

4.	 循環型社会構築への貢献

“ 循環型社会 ”とは，①廃棄物等の発生抑制，②循環資
源の循環的な利用，及び③適正な処分が確保されることに

よって，天然資源の消費を抑制し，環境への負荷ができる
限り低減される社会のことである。日本は，“大量生産・
大量消費・大量廃棄 ”型の経済社会から脱却し，生産から
流通，消費，廃棄に至るまで物質の効率的な利用やリサイ
クルを進めることにより，循環型社会の形成を目指してい
る。この循環型社会の形成に関する施策の基本的な方針，
政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策等を定めた “循環
型社会形成推進基本計画 ”では，循環型社会の全体像を表
す指標として，資源生産性，循環利用率，最終処分量の目
標値を定め，毎年実績をフォローしている。
他方，近年ニュースでも取り上げられることが多くなっ

たが，海洋プラスチック等による海洋汚染が世界的課題と
なっている。地球規模での資源・廃棄物制約や海洋プラス
チック問題への対応は，SDGsでも求められており，世界
全体での取組みが急務であるという共通認識のもと，国際
枠組における議論が加速し，2019年の G20大阪サミット
では，2050年までに海洋プラスチックごみによる追加的な
汚染をゼロにする “大阪ブルー・オーシャン・ビジョン ”

図4　日本製鉄のCO2排出削減施策ロードマップ

図5　経団連 “チャレンジ・ゼロ ”における日本製鉄のイノベーション事例
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を共有した。こうした動きを受け，循環経済（サーキュラー
エコノミー）／プラスチック資源循環は，気候変動に並ぶ
重要な ESGテーマとなりつつある。
日本製鉄においても，鉄鋼の製造工程で，限りある資源・
エネルギーを，全てのプロセスで無駄なく利用するととも
に，鉄鋼の製造工程を活用することで，社内副産物の循環
利用によるゼロエミッションの実現や，社会や他産業で発
生する廃棄物の再資源化にも積極的に取り組んでいる。
ESG課題におけるマテリアリティ（重要課題）として，“循
環型社会構築への貢献 ”分野においては，①社内ゼロエ
ミッションの推進と②社会で発生する廃棄物の再資源化促
進を掲げ，目標・KPI（Key Performance Indicator）を定めな
がら進捗をフォローしている。以下に，それぞれの取組み
を紹介する。

4.1	 社内ゼロエミッションの推進
鉄鋼の製造工程では，鉄鋼スラグ，ダスト，スラッジ，
使用済みの耐火レンガなどの副産物が発生するが，その大
半は社内外でリサイクルすることで，廃棄物としての最終
処分量を低減した結果，99％という高水準の再資源化率を
維持している。“最終処分量の削減 ”を KPIとして定め，
2020年度で，対 2000年度▽70％削減の 27.3万トンを目標
としてフォローしてきている（図6，図7）。
副産物の中でも，とりわけスラグの発生量が多いが，高
炉スラグは約 7割が高炉セメント用に使用され，製鋼スラ
グは路盤材，土木工事用資材，地盤改良材，海域環境改善

材，肥料等の用途に利用され，ほぼ全量が有効利用されて
いる。この中で，高炉セメントは必要な石灰石・燃料の使
用を削減することによりCO2排出削減にも寄与している。
また製鋼スラグと廃木材由来の腐植物質を混合したビバ
リー®ユニットは，海藻類の生育に必要な鉄分を供給し，磯
焼けした海の再生に貢献するとともに，気候変動対策とし
て脚光を浴びつつあるブルーカーボン（海洋生態系により
吸収・固定される CO2）としての効果も期待されている。
更に，鉄鋼スラグには，植物の生育を助ける栄養分が含ま
れており，肥料としても幅広く使われ，農業生産性の向上
にも貢献している。こうした副産物の利用技術拡大も循環
型社会構築には重要である。

4.2	 社会で発生する廃棄物の再資源化促進（廃プラス
チックリサイクル）

日本製鉄は，一般家庭から回収された容器包装プラス
チックを，コークス炉を使ったケミカルリサイクル法によ
り 100％再資源化している。具体的には，40％を炭化水素
油，40％をコークス炉ガス，20％をコークスの一部として
活用している。
現在，5製鉄所 7地区で廃プラスチックの受け入れ・利

用体制を確立しており，容器包装プラスチックのリサイク
ルに参画している全国 1 108の市町村及び組合（複数の市
町村の連合）のうち，日本製鉄は 342か所分（2019年度）
をリサイクルするなど全国の自治体と提携し，全国で回収
される量の約 3割にあたる年間約 20万トンを処理してい
る。日本製鉄のコークス炉を使用したリサイクルは，リサ
イクル効率が非常に高く，処理能力も大きいため，地域に
おけるサーキュラーエコノミー（循環型社会構築）に寄与し
ている。これまでの累計処理量（2000～2019年度）は約
328万トンに至り，CO2削減量で 1 050万トンに相当する。
近年では，化学繊維や食品トレイも同方法でリサイクルし，
プラスチック製品等に再資源化している。
容器包装プラスチックのリサイクルに関する入札制度で

は，現状，マテリアルリサイクルを優先する制度が導入さ
れているが，循環型社会形成推進基本法では，マテリアル
リサイクルとケミカルリサイクルも同等で再生利用にあた
るものとされている。マテリアルリサイクルの場合，約
50％の残渣が主に他工場で熱回収に回されていることを考
慮すると，残渣の発生が少なくほぼ全量が再生利用されて
いるケミカルリサイクル法は，環境負荷低減や経済性の観
点から最も環境性に優れたリサイクル法と言える。こうし
た入札制度の是正や，プラスチック収集量の増大，容器包
装プラスチックに限らず一般廃棄物系プラスチック全体を
対象に含めた法体制の整備等を政府に求めていくととも
に，日本製鉄としても，処理量拡大に向けた取組みを進め
ていくことが重要になってきている。

図6　日本製鉄の最終処分量

図7　副産物発生量と再資源化（2019年度）
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5.	 環境リスクマネジメントの推進

公害防止の観点で制定された環境関連法には，大気汚染
防止法，水質汚濁防止法，土壌汚染対策法，化学物質管理
促進法等，数多くの法律が存在する。日本製鉄はこうした
法令の遵守はもちろん，製鉄所ごとに異なる環境リスクへ
のきめ細かな対応を行うとともに，各地域の環境保全活動
の継続的な向上を目指して，大気・水・土壌等の環境リス
クマネジメントや化学物質の排出管理，産業廃棄物の適正
処理を着実に推進している。ここでは大気及び水に関する
リスクマネジメントについて紹介する。

5.1	 大気リスクマネジメント
SOx，NOxの排出抑制に向けて様々な取組みを行ってい

る。各地域行政とは，大気汚染防止法で定められた総量規
制基準よりも厳しい内容を含む協定を締結し，更に協定よ
りも排出量を低位に抑制すべく，低硫黄燃料の使用，SOx・
NOx排出削減設備，NOx生成の少ないバーナーの採用，
排ガス処理装置などの効果的な設備対策を実施している。
一例として，活性コークス式乾式脱硫脱硝設備を図8に示
す。また，工場や原料ヤード等から発生する煤塵や粉塵の
低減のため，科学的シミュレーションに基づく大気のリス
ク分析を踏まえた設備対策を実施し，同時に，常時モニタ
リングや定期的なパトロールによって，環境への異常な排
出がないことを監視している。更に AI，IoTなどの技術を
活用し DXを進めていく。

5.2	 水リスクマネジメント
事業活動において，継続的な水使用量の削減及び効率性

の向上による環境負荷の低減に努めている。製鉄所・各地
区の全拠点で年間約 65億 m3の淡水を使用するが，その約
90％は再生・循環使用しており，大切な水資源を無駄にせ
ず，排水量が最小限となるように努めている。そのために
排水処理設備等の機能を維持・改善し，排水の水質をきめ
細かく点検管理する等，日々の努力を続けている。一例と
して，活性汚泥処理設備を図9に示す。このような再生・
循環使用の取組みは，水不足に対するリスク低減にも貢献
している。また，水質汚濁防止の重要性に鑑み，万一操業
トラブルが発生しても，異常な排水を製鉄所外へ出さない
ように，排水自動監視装置，排水遮断ゲート，緊急貯水槽
等の設備を設置し，それらを有効に使用するため作業手順
を定め，定期的に訓練を行い，手順の改善に努めている。
更に護岸・岸壁からの異常漏水を防止するために，手順を
定め，定期的に点検するとともに，設備対策を推進してい
る。

6.	 環境リレーション活動の推進

日本製鉄は，様々なステークホルダーとの積極的な環境

コミュニケーションの展開，社会から信頼され続けるため
の適切かつタイムリーな環境情報の公開を進めるとともに，
生物多様性の確保・自然共生への対応を進めていくことも
環境リレーション活動の一環として掲げている。ここでは，
生物多様性保全の取組みと環境関連社外表彰について紹
介する。

6.1	 生物多様性保全の取組み
2010年に名古屋で開催された CBD・COP10（生物多様

性条約第 10回締約国会議）において，2050年までに “自
然と共生する世界の実現 ”，2020年までに “生物多様性の
損失を止めるために効果的かつ緊急な行動を実施するこ
と”を掲げる “愛知目標 ”が採択された。この愛知目標の
最終年度を迎えたことから，CBD・COP15（生物多様性条
約第 15回締約国会議）において採択予定の “ポスト愛知目
標 ”への国際的な関心が高まっている。こうした動きの中，
経団連は “生物多様性の主流化 ”の推進を中心に，“経団
連生物多様性宣言 ”や “ 生物多様性民間参画パートナー
シップの発足” “国連生物多様性の10年日本委員会の設置”
等，様々な取組みを展開し，2018年 10月には，“パリ協定 ”
や “SDGs” の採択を踏まえ，“経団連生物多様性宣言・行
動指針 ”を 9年ぶりに改定し，取組みの更なる深化と裾野
拡大に取り組んでいる。
日本製鉄も，経団連の一員として，“経団連生物多様性
宣言・行動指針 ”に基づいて行動することを宣言し，図10
の内容を将来に向けた方針として掲げた。

図8　活性コークス式乾式脱硫脱硝設備
活性コークスを用いた乾式脱硫脱硝法により排ガス中のSOx
（硫黄酸化物）・NOx（窒素酸化物）を除去する

図9　活性汚泥処理設備
有機物をバクテリアで分解して除去する



─ 10 ─日 本 製 鉄 技 報 第 417号　（2021）

日本製鉄（株）の環境経営─環境に関する取組み─

具体的な生物多様性保全への取組みとして，①郷土の森
づくり，②海の森づくり，③地域プロジェクトへの参画を
紹介している。こうした生物多様性保全の活動が，循環型
社会構築や気候変動対策を含めた環境統合型経営の推進
に繋がっており，日本製鉄の経営資源が様々な場面で持続
可能な社会構築に貢献していると認識している。今後も，
自然共生社会構築に向けた取組みと事業活動の更なる深化
を図り，①地域社会と一体となった生物多様性保全活動の
拡大，②海の森づくり活動の拡大，ブルーカーボンへの展
開に向けた効果検証技術の確立を目指すこととしている。

6.2	 環境関連社外表彰
日本製鉄では，これまで述べてきた様々な環境取組みを
推進してきた結果，社外から数多くの表彰を受けてきた（表
1）。従来から積極的に環境保全に取り組み，社会へ貢献し
てきた結果である。また，市村地球環境産業賞が 2018年

に新設される等，新たな環境関連社外表彰も増える傾向に
ある。SDGs実現に向けた貢献が求められる中，日本製鉄
の企業価値向上の観点からも環境関連の社外表彰受賞の重
要度も高まってきている。

7.	 おわりに

持続可能な社会を構築していくためには，環境問題を経
済の制約要因ではなく，新たな成長要因と捉え，環境の保
全と経済の活性化とを一体化させていく“環境と経済の好
循環 ”が重要になってきている。また，冒頭に述べた通り，
企業の環境への取組みによって企業が選別され，ビジネス
の競争力を左右する時代となった。環境への取組みが以前
よりもまして注目されるようになってきており，日本製鉄の
英知を結集し，3つのエコと超革新的技術を通じて，地域
社会にも地球環境にも貢献していくことが重要である。

表1　最近の主な受賞実績

表彰名 主催 対象

市村地球環境産業賞 （公財）市村清新技術財団
鉄鋼スラグによる多様な生態系サービスをもたらす海の森再生技術（2019年）
水素社会の実現を加速する高圧水素用高強度ステンレス鋼の開発（HRX19®）（2018年）

エコプロアワード主催者賞 
（優秀賞）

（一社）サステナブル経営
推進機構

ビバリー®シリーズ（ビバリー®ユニット，ビバリー®ロック）（2019年）

岩谷直治記念賞 （公財）岩谷直治記念財団 水素社会の実現を加速する高圧水素用高強度ステンレス鋼の開発（HRX19®）（2018年）
新エネ大賞［経済産業大臣賞］（一財）新エネルギー財団 国内微粉炭火力におけるバイオマス混焼拡大への先進的な取り組み（2016年）
リサイクル技術開発本多賞 （一社）産業環境管理協会／

資源・リサイクル促進セン
ター

鉄鋼スラグからの有価物回収利用プロセスの開発（2020年）

資源循環技術・システム表彰
合金鉄溶解炉による資源循環システムの構築（八幡製鉄所）（2017年）
一貫製鉄所ゼロエミッション化技術の開発・実用化（名古屋製鉄所）（2015年）

環境賞
日刊工業新聞社／国立研究
開発法人国立環境研究所

生態系ネットワークの創出「命をつなぐ PROJECT」（名古屋製鉄所）（2018年）

泉山雅明　Masaaki IZUMIYAMA
環境部長
東京都千代田区丸の内2-6-1　〒100-8071

図10　生物多様性保全の取組み方針


